
介護サービス情報の公表制度の仕組み 
【趣旨】 

 ○利用者が介護サービスや事業所・施設を比較・検討して適切に選ぶための情報を都道府県が公表する。 

【ポイント】 

 ○介護サービス事業所は年一回直近の介護サービス情報を都道府県に報告する。 

 ○都道府県は事業所から報告された内容についてインターネットで公表を行う。また、都道府県は報告内容に対する調査が必要と 

  認める場合、事業所に対して訪問調査を行うことができる。（都道府県は調査にかかる指針を定める） 

利
用
者 

＜介護サービス情報＞ 

 
■基本情報  基本的な事実情報  （例）事業所の所在地、従業員数、      営業時間、サービスの内容など  
■運営情報  介護サービスに関する具体的な取り組み  の状況  （例）外部機関との連携、苦情対応の状況、      職員研修の状況など  
■都道府県独自項目  都道府県が定める追加項目（任意設定） 介護サービス事業所・施設 

介護サービス情報の調査 

 
●新規指定時、更新申請時、虚偽報告が  疑われる場合など必要に応じ訪問調査を  実施し、結果を公表情報に反映  （調査項目は都道府県が設定） 介護サービス情報の公表 

 
●報告された内容について、公表を行う 

都道府県 

介護サービス情報公表システム＜国で一元管理＞ 

報告 
（年１回） 

訪問調査 
（必要な場合） 

閲覧 
（インターネット） 

反映 
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